
 

様式Ｃ－１９ 

 

科学研究費助成事業（科学研究費補助金）研究成果報告書 

 

平成２５年 ５月３１日現在 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

研究成果の概要（和文）：共有資源の管理システムを、林野・漁業・水利に焦点を当てて比較制

度論的に検討した。調査地は、海外 8 カ国、国内 12カ所で行った。主な知見は以下の通りであ

る。①共同体をベースにした共有資源管理制度は、市場経済の浸透のもとでもまだ広汎に残っ

ている。②しかしながら、共同体的関係の弛緩とともに、従来は内部で吸収できていたコスト

が顕在化している。③資源管理に関わる技術革新も制度変容の重要な要因となっている。 

 
研究成果の概要（英文）：We investigated the management system of common-pool resources focusing 
on that of forestry, fishery and irrigation from the comparative perspective. Twenty research fields (8 
from foreign countries and 12 from Japan) were selected for the intensive data collection. Main findings 
are as follows. (1) Traditional management systems of common-pool resources still remain under the 
expansion of market economy. (2) However, management costs which used to be absorbed within the 
rural community have considerably increased by the weakening of community functions. (3) 
Technological innovation of resource management is also an important factor to change the 
institutional arrangement. 
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１．研究開始当初の背景 

本研究は、以下のような共有資源をめぐる

状況認識と内外の研究動向をふまえて構想

された。 

 (1)前近代社会では、農業生産や農村生活

の多くの局面で共有資源が重要な役割を果

たしていたが、地域共同体による共有資源の

多くは、近代法の受容過程で共有的側面を否

定され、私有ないし国有形態のもとに編入さ

れていった。 

(2)また、途上国の漁業資源のように、有

効な資源管理制度をもたないために事実上
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のフリー・アクセス状態に陥り、漁業資源の

乱獲・涸渇をもたらしている例もある。 

 (3)今日では、所有権制度に占める共有資

源のシェアは大きく低下したものの、現実の

農業生産や農村生活の場においては、今なお

共有資源は重要な役割を果たし続けている。

近年途上国で導入されている地域住民参加

型の国有林管理方式は、この点を反省しての

制度改善であるが、森林資源の共有的側面を

再評価する試みだと評価できる。 

(4)高度産業化社会を実現した日本におい

ても、共有資源は決して過去のものではな

い。組織的なマネジメントを要請する共有資

源は農村においては基本的に普遍的な存在

であり、決して例外的・副次的存在ではない。 

 (5)以上のような認識は、日本を対象とす

る農業・農村研究者だけでなく多くの途上国

研究者にも共有されている。  

 
２．研究の目的 

 本研究は、共有資源（common-pool resource）

管理に関わる各種制度の機能と特質を、日本

と海外諸国(主としてアジア途上国)との比

較において明らかにしようとするものであ

る。具体的には以下の 3点に 

焦点を置く。すなわち、（1）日本とアジア諸

国の共有資源管理システムを比較制度論的

に研究することを通して、（2）日本における

共有資源管理制度の歴史的経験を開発論の

タームで整理し海外の研究者に発信するこ

と、（3）さらに途上国における共有資源管理

制度の改善・進化に貢献すること、である。 

 
３．研究の方法 

研究代表者と 9人の連携研究者で以下のよ

うな分担関係のもとに現地調査を実施した。

海外(主としてアジア途上国)での調査は、そ

れぞれの国での調査経験の豊富な研究者が

チーフを務め、調査の設計と実施にあたるこ

ととした。また、調査には可能な限り多くの

メンバーが参加し、各メンバーに固有の分析

視角や知見を交換しあい、認識の深化を図っ

ていくことを重視した。 

1．日本班 

(1)山村チーム：大鎌邦雄・岩本純明(責任

者、以下同じ) 

(2)漁村チーム：加瀬和俊・坂根嘉弘 

(3)島嶼チーム：仲地宗俊・杉原たまえ 

2．外国(途上国)班 

 (1)タイチーム：生方史数・加瀬和俊 

(2)インドネシアチーム：岩本純明 

(3)ベトナム・ラオスチーム：藤田幸一 

(4)中国・韓国チーム：松本武祝・坂下明

彦 

(5)ハワイ島・トンガチーム：杉原たまえ 

国内外のいずれの調査においても、共有資

源管理の制度展開に関する調査に加えて、当

該地域における社会・経済および文化的変化

と、それに対する地域住民および関連するア

クターの対応が、共有資源管理に関わる制度

変化を可能にする諸要因と制約要因をどう

作り出しているのかを明らかにすることで、

制度としての住民による天然資源管理が確

立していくための条件・発展経路と、その地

域的相違を検討することを共通の課題とし

た。 

 
４．研究成果 

 研究成果のポイントは、以下の通りである。 

 (1)本研究の目的は、コミュニティ(村落共

同体)に着目して共有資源管理制度のパフォ

ーマンスを評価することにあるが、この観点

からは、コミュニティの「全体的利益」を最

大化する制度とはどのようなものであり、そ

れをどう「設計」するのか（あるいはできる

か？)を、歴史的・文化的背景に留意しつつ

具体的に分析する必要がある。 

 (2)この際、以下の 2 点に留意することが



 

 

必要となる。すなわち、①共有資源管理制度

の「最適解」も、コミュニティをとりまく状

況との関連で複数ありうるはずだから(「状

況依存的」)、どのような状況認識のもとで

制度の妥当性を議論しているかについて、つ

ねに自覚的である必要がある。②本研究では、

共有資源管理にとって共同体という「場」は

不可欠であるという理解を前提としている

(community-based resource management のポ

ジティブな理解)。しかし、このことは、「共

有地の悲劇」や「共同体の失敗」を無視する

ことを意味しない。共有資源管理主体として

の共同体の「強み」と「弱み」の両面を、正

確に見ていくことが必要となる。 

 (3)アジアの漁業資源については有効な管

理システムが構築されず、事実上のフリ－ア

クセス状態となっている例が多い（調査事例

ではタイの漁業制度)。このため、近代的装

備を備えた商業的漁業による乱獲を防ぐこ

とができておらず、一方沿岸漁民も、資源減

少のもとで漁獲努力を強めざるをえなくな

るので、資源の減少がさらに加速されている。 

 (4)しかしこうした事態に対処するため、

タ イ で も Community-based Fisheries 

Management（CBFM)というプログラムが導入

され始めている。地域レベルで、漁業資源を

持続的に管理・利用する制度をつくろうとす

るもので、現在議論されている漁業法の抜本

改正で最も重視されている論点の一つとな

っている。 

 (5)日本では農業水利に代表されるよう

に、伝統的な共有資源管理システムは、依然

として重要な機能を担っている。土地改良区

制度＝共同体をベースにした複雑な用水管

理ルール形成とその執行がそれである。しか

しながら、近代化による共同体的関係の弛緩

のもとで、従来は内部で吸収できていた管理

コストが顕在化している。また、揚水ポンプ

の導入による水利技術革新によって、重力灌

漑方式のもとで要請される綿密・複雑な水利

網の設計・管理が不要となり、配水システム

の分節化・単純化・個別化が可能となってい

る。途上国で増えている井戸灌漑も、同様の

意味を持つ。資源管理をめぐるこのような技

術革新は、水利以外の領域にも発生してお

り、今後は、こうした技術革新が要請する制

度変革の実態をより詳細に検討していく必

要がある。 

 (6)開発途上国では、共有資源管理に関わ

る慣行を、フォーマルな制度にどう取り込ん

でいるか（あるいは、いくか）が重要なポイ

ントとなる。歴史的に見れば、近代的法制度

を整備する過程で慣行的諸権利がどのよう

に処理されたかという問題である。日本の歴

史的経験も、こうした観点から再検討する必

要がある。従来、日本の経験については、ヨ

ーロッパとの対比で、前近代的要素を数多く

残した「不徹底な近代化」として否定的に評

価されてきた経緯がある。しかし、慣行的権

利を近代的法制度の中にうまく包摂できて

いない途上国との対比では、入会権・水利

権・漁業権など、共有資源管理に関わる慣行

を近代法の中に取り込んだ「柔軟性」にむし

ろ注目すべきではないか。 

 (7)しかしながらわが国あるいは途上国の

共有資源管理の実態を詳細にみると、共有資

源管理に関わる制度設計が、旧慣への配慮を

前提になされたとしても、それだけでは不十

分である。共有資源管理システムの運用過程

で、共有資源管理集団内部あるいは集団間

で、次々とコンフリクトが発生するはずだか

らである。それゆえ、こうした派生的なコン

フリクトをどう調整し、内部ルールとして整

備していくかを検討することが重要となる。

本研究の調査では、漁協調査でこの論点が実

証的に検討された。フォーマルな漁業管理制



 

 

度をふまえて、それをスムーズに運用してい

くための内部ルールが重層的に配置されて

いた。こうした、「柔軟な」制度運用によっ

て、慣行的資源管理システムを近代的な法制

度の下に包摂できたのである。 
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